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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】

　平成21年３月30日に提出した第28期（自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日）有価証券報告書の記載事項の一

部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため、有価証券報告書の訂正報告書を提出するものであります。

２【訂正事項】

第一部　企業情報

第４　提出会社の状況

５　役員の状況

３【訂正箇所】

　訂正箇所は＿線で示しております。

第一部　企業情報

第４　提出会社の状況

５　役員の状況

（訂正前）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数

（千株）

代表取締役社

長
 山田　晃久 昭和21年６月８日生

昭和50年７月 個人にて山田晃久司法書士・

土地家屋調査士事務所（現・

山田司法書士・土地家屋調査

士総合事務所）開設

昭和56年10月 山田測量設計株式会社（現株

式会社山田債権回収管理総合

事務所）設立

 代表取締役社長（現任）

平成11年11月 株式会社船井財産コンサルタ

ンツ横浜

 代表取締役社長（現任）

平成16年７月 ワイエスインベストメント株

式会社代表取締役社長

平成19年２月 株式会社山田知財再生代表取

締役社長（現任）

平成20年９月 司法書士法人山田合同事務所

社員

土地家屋調査士法人山田合同

事務所社員

（注）４ 683

常務取締役
管理本部長

総務部長
湯澤　邦彦 昭和18年８月１日生

昭和61年11月 日本オートマチックマシン株

式会社

平成４年８月 当社入社

平成８年４月 当社総務部長（現任）

平成９年３月 当社取締役

平成12年５月 当社常務取締役（現任）

平成19年４月 当社管理本部長（現任）

（注）４ 10

取締役 　 山﨑　祐民 昭和31年10月５日生

平成18年４月 横浜銀行より当社へ出向

平成19年１月 当社転籍

平成19年３月 当社取締役（現任）

平成20年10月 株式会社日本エスクロー信託

代表取締役社長（現任）

（注）４ 1
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数

（千株）

取締役  清水　紀代志 昭和15年３月10日生

昭和44年４月 東京弁護士会登録

平成３年４月 最高裁判所民事弁護教官

平成８年４月 中央大学法学部法律学科講師

平成９年４月 日本弁護士連合会代議員会議

長

平成11年６月 当社取締役（現任）

株式会社東理ホールディング

ス監査役（現任）

（注）４ 3

取締役 　 大谷　明弘 昭和46年12月22日生

平成13年10月 東京弁護士会登録

平成13年10月 清水総合法律事務所（現清水

大谷総合法律事務所）入所

平成21年３月 当社取締役（現任）

（注）４ －

常勤監査役  細江　昌宏 昭和20年２月13日生

平成10年４月 兼松株式会社東京本社審査・

法務・関連事業グループ長

平成15年６月 当社入社　社長付次長

平成19年３月 当社常勤監査役（現任）

（注）５ －

監査役  戸田　譲三 昭和30年３月21日生

昭和56年８月 税理士戸田芳夫事務所入所

昭和62年３月 税理士資格登録

昭和63年４月 戸田譲三事務所開設

平成９年３月 当社監査役（現任）

平成20年10月 税理士法人みらいパートナー

ズ代表社員

（注）５ 7

監査役  早勢　要 昭和23年８月29日生

昭和47年１月 税理士資格登録

昭和51年４月 早勢　要税理士事務所開設

昭和63年７月 株式会社アイ・ディー・ユー

代表取締役（現任）

平成16年３月 当社監査役（現任）

（注）６ 0

    計  682

　（注）１．監査役戸田譲三および監査役早勢要は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

　　　　２．所有株式数には役員持株会を通じて平成21年３月30日現在所有している株式数を含めて記載しております。

３．取締役清水紀代志および取締役大谷明弘は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

４．平成21年３月30日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

５．平成19年３月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

６．平成20年３月28日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

（訂正後）　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数

（千株）

代表取締役社

長
 山田　晃久 昭和21年６月８日生

昭和50年７月 個人にて山田晃久司法書士・

土地家屋調査士事務所（現・

山田司法書士・土地家屋調査

士総合事務所）開設

昭和56年10月 山田測量設計株式会社（現株

式会社山田債権回収管理総合

事務所）設立

 代表取締役社長（現任）

平成11年11月 株式会社船井財産コンサルタ

ンツ横浜

 代表取締役社長（現任）

平成16年７月 ワイエスインベストメント株

式会社代表取締役社長

平成19年２月 株式会社山田知財再生代表取

締役社長（現任）

平成20年９月 司法書士法人山田合同事務所

社員

土地家屋調査士法人山田合同

事務所社員

（注）４ 683
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数

（千株）

常務取締役
管理本部長

総務部長
湯澤　邦彦 昭和18年８月１日生

昭和61年11月 日本オートマチックマシン株

式会社

平成４年８月 当社入社

平成８年４月 当社総務部長（現任）

平成９年３月 当社取締役

平成12年５月 当社常務取締役（現任）

平成19年４月 当社管理本部長（現任）

（注）４ 10

取締役 　 山﨑　祐民 昭和31年10月５日生

平成18年４月 横浜銀行より当社へ出向

平成19年１月 当社転籍

平成19年３月 当社取締役（現任）

平成20年10月 株式会社日本エスクロー信託

代表取締役社長（現任）

（注）４ 1

取締役  清水　紀代志 昭和15年３月10日生

昭和44年４月 東京弁護士会登録

平成３年４月 最高裁判所民事弁護教官

平成８年４月 中央大学法学部法律学科講師

平成９年４月 日本弁護士連合会代議員会議

長

平成11年６月 当社取締役（現任）

株式会社東理ホールディング

ス監査役（現任）

（注）４ 3

取締役  大谷　明弘 昭和46年12月22日生

平成13年10月 東京弁護士会登録

平成13年10月 清水総合法律事務所（現清水

大谷総合法律事務所）入所

平成21年３月 当社取締役（現任）

（注）４ －

常勤監査役  細江　昌宏 昭和20年２月13日生

平成10年４月 兼松株式会社東京本社審査・

法務・関連事業グループ長

平成15年６月 当社入社　社長付次長

平成19年３月 当社常勤監査役（現任）

（注）５ －

監査役  戸田　譲三 昭和30年３月21日生

昭和56年８月 税理士戸田芳夫事務所入所

昭和62年３月 税理士資格登録

昭和63年４月 戸田譲三事務所開設

平成９年３月 当社監査役（現任）

平成20年10月 税理士法人みらいパートナー

ズ代表社員

（注）５ 8

監査役  早勢　要 昭和23年８月29日生

昭和47年１月 税理士資格登録

昭和51年４月 早勢　要税理士事務所開設

昭和63年７月 株式会社アイ・ディー・ユー

代表取締役（現任）

平成16年３月 当社監査役（現任）

（注）６ 1

    計  708

　（注）１．監査役戸田譲三および監査役早勢要は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

　　　　２．所有株式数には役員持株会を通じて平成21年３月30日現在所有している株式数を含めて記載しております。

３．取締役清水紀代志および取締役大谷明弘は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

４．平成21年３月30日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

５．平成19年３月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

６．平成20年３月28日開催の定時株主総会の終結の時から４年間
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